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〔論文〕
フランス連結会計基準の国際的調和（13）
大下勇
(12）連結計算書類の作成基準１．はじめに
２．回際的禍fll化に対するフランス会計制度のス
タンス
3．フランス連結会計基準
（１）迎結範囲の決定基準
（２）作成免除（述結免除）
（３）迎結禁11:．述結放棄（以｣節35巻第１!}）
（４）連結範囲にll9する事例
（５）1998年12月のプラン・コンタブル迎絲会
計〃l定の改正
（６）連結会計のjIL水原l1lI（lXl軸36巻第２;)）
（７）’１M))|I計算書航のill処珊
（８）’'３１別計算書蛾の義務的iIj処1111
①同質性のiIi処理
②税法のjlnlIlだけのために行なわれた会
計処理の影料Ｉの除去を'三|(1(1とする｢1j処１１１１
（以上第36巻第３》)）
③繰延税金の会計処1M!からく|そずるIIi処'''１
（lXI鏑37巻２号，蛎３号，第`l｝)）
（９）ＩｌＭ別計算書)lYiの選択的ili処１１１１
①商法典およびプラン・コンタブル
(1)CG）により認められたオプション
（u｣館38巻第１)列
②、248-8条オプション
（ｕｌ:第39巻鋪２）>）
③６条オプション（ｕ｣:第39巻第３１〃
（10）外貨換算会計
（以上第39巻第`11)，第40巻第１１ﾅ）
（11）リース会計（以｣を第４o巻蛎l'}）
（12）連結計算書蹴の作成基ｉｌＩｉ
①資本連結
ｌ）1968<'２国家会計瀞識会（CNC）勧告
書における資本連結の特徴
２）l968fl：国家会計瀞識会（CNC）肋告
書の適川例（以１２本ﾘル
①資本連結
述舸'i範囲へのlilWIの組入れ１１ｷ点で，親会社の子
会i《|:に対する「株式投資助定」とこれに対応する
子会ｉｌ:の「資本l1I定」は相殺ii1i去される。これを
｢資ﾉＭ１結」と'1fぶが，そのさいに差額がく|そずる
場合がある。当該１１１段差額は，わが国では「連結
訓螂(1)定」とlI1zばれるが，フランスでは歴史｢1(]に
は「連結差額（(1ilT6rence(Icconsolidation)」ある
いは「第一ujIll紬差額（6cart(1ｅ,)remi6roC｡nso1i-
(latio1,)」と呼ばれてきた。ここでは全部述結を
前提として，「述絲差額」の処理を中心に資本連
結を取りｔげたい。
1）1968年国家会計審議会（CNC）勧告書にお
ける資本連結の特徴
ｎ．勧告書のjl定
満水連結にＩＩＬＩして，フランスにおける会計基準
設定機関の最初の公式的見解は1968年31120｢1付
財務背令承認の'11家会計癖議会（CoIIseilNational
〔I小!〔Ｊｏｍｌ)la})ilit6;CNC）「貸Ill対11((表とＩ(Ｍｆ計算
譜のjlk結に関する勧告書第１>ナ（Recomma1l(latioIl
NIslirla(vonsoli(lation(les1IilanseMles(･()､11)tcs)」
(u「「1968年ＣＮＣ勧告書」と'11､ぶ）である(''･
’968ｲｉｚＣＮＣ勧告書は「一般1！;（I1Il｣，「述結範１１１１｣．
｢連結のプロセス｣，「事前のiIi処理｣，「グループ
内のiiUi去｣，「連絡売上高の定義｣，「連結差額」
｢述絲利益」および「グループ計算書の作成と表
示」の９項'二1から|Ni成されている。「連結のプロ
セス」では全部述結、比例述結および持分法の３
つの述結方法が定められ，フランスでは聖Ｗｌから
｢比例連結」がilll結方法の一つとして挙げられて
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2(ｉフランスillWi会l;ＩｊｌＷｌの''1際｢ｌ１調ill（１３）
いる。さらに，会計ﾘﾐｨﾂ}のiiW111に係る「７１１１iiiのＩｌｊ
処Ⅲ１１｣，グループの内ﾊﾟlllMlの除｣《に係る「グルー
プ内の消去」に続き，「述絲九荊(」の｣lYil]は以「
のように定められている。すなわち，
「jlll結からｆｌｉ－ｊ蔓るilIiき換えはいわ(ﾘ)る「jllI結の」
j篭iWiに帰普し，）'1核雄WINはクループ純fｆｉＷｉ（siIu汁
tion1l(､tte）の.('1をなしそこでlUllMiに炎>（され
ねばならい。
しかしながら，Till券の本illii的IllIiI1(iが場合により
その収ｲ(ILllj(IIliを1〈lmllるときのそ(ﾉ)ｲﾘLiWiは，その
取得が：ul該年唆にiTわれかつ減(llliが炎iililZにすぎ
ない|Ⅱ((〕，これをPll該鑑額の計節において'|；じさ
せない。そのとき，収｛(卜1!;iIllliはilWlii1(１１W(iIi（１）Ius-v
aluoslal(Dntos）を含んでいると時え，当該jiillllIiは
グループ計算書の(/けｊに「のれん（suwiII(pur)」
項'二|の|《で計上させるのがjuill1である｡」ｕ’
しかし「IliiiliのiIi処I1l1」は，）11該ilWIii11jIWIlmを
グループ計算書瀬に計|:できるのは，それが１１１要
性がありかつLliiiiiに１１１１両)の''1葱を`受けるかグルー
プ内でＷｉ<]に誠ilHされた場合に|肌定さ;|'ること，
また述絲対象尚))iIiのi'１評Illliは当ｌｒ１ｊの定義１－るljL礎
に基づいて規定または許ｉｉｉざ｜'ているⅢ↓りおいて
のみ劫flrされうることをlUlIill1にしている。従って，
連結に際して、Ｔ・会}|:fT1)iE.（１１１１(の1'１評lllliは冴え
られていない。
uI2の1968年ＣＮＣ勧告;し}における連結溌額の
取扱いは，これを次のように班約-1-ることができ
る。すなわち，
・述結の置き換えは述結雄和を41ｉみ'|'す二
・述結差額はグループのrr水(ノル･部をなし，そ
こでlUI隙に表示しなければならない。
・減II1iが表iili｣:(ﾉ)ものにj-ざないときはマイナ
スの連結差獅を生じさせない。
・そのときには「のれん」jYil1のもとでグルー
プ計･算書の(|けjに計｣:するのがjlil判であるが，
その計｣息については２１１１両)のlIil激が必班である
報，ilill限さ｜'ている。
．T､会社の武j1ii、ｆｉＩｌＵｉのTl{評(llliは行なわない。
以下では，これらの検討をinじて1968ｲ|:()ＮＣ
勧告識におけるﾋﾞﾋﾞｲﾐjlk結の特徴およびIMl題点を考
察したい。
ｂ・資ｲ〈jlll結の||:組みと考え方
1968年|蛸〈会ｉｉｌ稀議会（(，NC）勧告illtにおける
l{【扱いを検討するために，】'111,↑の汽水連結の考
え／/をよく災していると`Ｗ)れる八．シベール
((}Ⅱ)ert）（ﾉ)iiliilUlを参考にして，資本jlll結の仕組
みと琴えﾌﾟﾉをlUlらかにしておこうｗ･
剛会社のr())i(；を八,！（このうi〕各｢会社株式の帳
fWi価額をｔ)，〔1(lIiを１％，溢水（純資,砿）をＳｍ，
芥｢･会社のiIj処l】1後の!『('１｢対１１(|炎に計｣:された資
'雁をａ,，負ＩｌＩｉを(１，，ｒ(水（柵liw）をｓｉとする。
汽木迦絲はIill会i(|:Ｂ／ｓの汽産における台子会
；|:'１１:式の帷卸(,11i額tiを，そｌＬＧ子会社のiIj処理
後〔ＹＩｌｆ対１１(lIIとiillzのfiijliriiliおよび負Ｉｉ１ｉ〔ｌｉに置き
換える作業である。このｉＷ〈述結により，親会社
の伐倍対I！((炎はグループのCilllrj(､'１１<(表に変わる。
武本連結により，親会i(|:のrY産乢から各子会
ｉｌﾙﾉ|:式の帳柳IllliIWitiが減り?:さ川これと置き換
える形で子会il:の寅旅ｌｌｉがDll算される。この結
果をグループ全休の尚雌八．とすれば，Ａｻﾞは次の
辮式で炎される。
Ａ`＝Ａｍ－ｌｉ＋:ｌｉ 
他方，親会ｉｌ:(ﾉ)〔j1ilil)、に行イ･会ﾈ|:の負Ｉｉｌｉｄｉが
ﾉﾉⅡ節され，グループ全休のfllll(1)<となる。すな
わち，
ｌ〕＝Ｄ､＋(|，
この結果，グループ全休のflMミ（純資,》雁）ｓ・は，
グループ全体のfTi)i(ｉＡ『からグループ全('kの負債
11,を除いたものになるが，lI1l1fに．親会社の資
本（純資産）Ｓ錘から各T会ﾄﾞ|:株式の帳簿価額t１
分を減算し，汁ｒ会i(l:のr(水（純資産）ｓ１を加算
したものとして炎される。すなわち，
ルー、`＝Ｓ１
Ｓｃ=Ｓ、,－１i十sI
ここで，もしffT･会i(|:に少放株主が存7,:するな
らば，各Ｔ会i(|:断水ｓ１から少数株主持分Ｌを除
いたもの（s,－|,）が各T･会}|:におけるグループ
持分となり，こ；'1を（Ｓｍ－し）と合算したものが
ﾊﾑ終川)にグループのini水（純fli雌）Ｓ頁となる。す
なわち．
Ｓ虞＝Ｓ弧－１i＋（s1-Ii）…………………（１）
従って，グループのfT水（純資産）ｓ臆は，親会
rl:の資本（純rr賑）ｓｉｏから各T･会社株式の帳簿価
額し分を減$;I:し，什了会ｉ|:のfT水（純寅j)iri）ｓｌを
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となり，Ｓ質くＳｍ)となる。すなわち，連結後
のグループの資本（純資産）は述結1iiiの親会
Ⅱ:の資本（純資))ii）より△Sｺだけ小さくなり，
jlll紬により資本（純尚産）は減少することに
なる。この場合の会計処理は次のようになり，
述結差額は俗方に苑ｆｌｉする(司'二
（ＩｌＩ)T会i【|>資本(si)ｘｘｘ（貸)子会＃|:株j((1,）xxX
jlljlWj差額××少数株Zi：持分(L)ｘ×
.[,＜(s,－L）の場合，「－ti＋(s,－L)」はプラ
スＩＤＩ（（＋△Ｓｍ)，この結果Ｓ際＝Ｓｍ十△S`｡と
なりｓ颪＞Ｓｍとなる。すなわち．jUi結後のグ
ループの資本（純汽産）は連結前の親会社の
流水（純資産）より△Ｓｍだけ大きくなり，連
紬により資本（純fr1潅）は増力Ⅱすることにな
る。この場合の会計･処理は次のようになり，
血ﾙﾉ鑑額は貸ﾉﾉに発生する'６１。
（|Ⅲ)「会ｉＩ:資本(sｊＸＸｘ（衝)子公＃ljjl式(L）Ｘｘｘ
少数株!：持分(L）ｘｘ
連結差額ｘ×
（１．ド1ンパラン（I几I)allolls）は，し＞（Ｓ,－１i）の
場合の資本減少を「述結の減価（ｍ()ins-valuedc
co1Isoli(Iali(】,,)｣，ｔ,＜(s,－L）の場合の汽本Ii4jjllを
｢連結の燗(uｉ（l〕lI1s-vHllu(v(lccomsoli(lati(),,)」と呼
び，「｣i該連結差額は述結貸借対11((炎のtけjに自
己寅水の墹力Ⅱ（連紬０)｣W価）とか減少（j血結の減価）
としてこれを計上する」と説明している'7'。
このように，「各子会社株式の'帳簿('１WW(」ｔ,と
｢各Y･会社資本（純訂吹）のグループ持分」（sj-L）
との大小ＩＩＬｌ係により，jlll結後のグループ資本（純
資'確）は親会社資本（＃１１資産）に比較して増減す
る､１.能性があると考えられた。
親会|(|:資本（純識i)i｢i）の増減額「±△Sm」は
｢各二r会社株式の帳飾Il1li額」ｔと「各子会社の資
本（純流産）におけるグループ持分」（ｓｉ－Ｌ）と
の差瀬に等しく，連紡溌額が生ずると，そのまま
では述紬後のグループ武本（純資産）は連結前の
親会i(|:武本（純資産）に比較してその分だけ増減
すると琴えらオ'たのである。1968イドＣＮＣ勧告書
が迎結兼額を資本（純尚産）の一部としたのは．
このような考え方からであると見られる。従って
簿記処IMI上は，貸方に苑41Ｉする「連結溌額」がプ
ラス''''１（△Sm）を表し，借方に発生ﾘｰる「連結
差額」がマイナス'１''１（－△Ｓﾛ）を災すことに
)Ⅲ算し，什少；il(株主持分ｌを減算したものとなる。
以上の－．連の資本連結の'1;業を図式化したもの
が第１図災である'')。
第１図表資本連結の仕組み
上記（１）式の右辺における「－ti十G－1)」
の部分が溢水連結における親会社の各子会社に対
する「株jWI資」ｔ１とこれに対応する各T･会|<I:の
｢資本」（si-I,）の相殺消去を:炎している。
ｃ・連紬叢額の発生
一般(|(1に，ｔｉと（si-li）はilli々の理111から金額
的に一致しない。フランスでは，ｉＩ１ｉ昔の溌額は
｢連結差額（〔liff6rence（|〔!ｃ()nsoIi〔lation)」とl1fば
れた。」:記（１）式において，当該差額を「±△
Sm」であらわすと，（１）式は（２）式のようにな
る。すなわち．
Ｓ露＝Ｓｍ’一t:＋(ｓＩ－Ｌ）…..………･……（１）
＝Ｓｍ±△Ｓｍ］.．……………………….（２） 
ここで，
．ｔi＝(s-L)→Sg＝Sm±０ 
．ｔi＞(s-L)→Ｓｇ＝Sm－△Ｓｉ， 
．ti＜(s,－L)→S颪＝Sm＋△Ｓｍ
以下これについて検討する。
.t＝(ｓｌ－Ｌ）の場合，右辺「－し＋(sl-Ii)」＝０
となり．この結果，Ｓ`:＝Simとなる。すなわち，
迎給後のグループの資本（純資産）は述結前
の親会社の資本（純涜')iri）と等しく，述結に
より１，ＭＮ（純資産）はｌ１ｉｌら変化しないことに
なる。この場合の会計処II1は次のようになり，
連結鰭額は発生しない。
（借)『･会Ｉ|:資本(sｊｘｘｘ（!！)子会社株式(し）ｘｘｘ
少数株主持分(L）××
。ｔ,＞(sl-Ii）の場合、「－ti＋(si-L)」はマイ
ナス他（－△S塵)，この結果Ｓ篇＝Ｓに１－△S,「
尚）)i； 負債 了(,lｆ(純tY厳）
1．ihWilil0)i11会社Ｂ／Ｓ
筒ｲﾐjlI結：
２．二「会ｉＭ１式の消去
3．ﾄｨﾐitB/S頂目の加算
4．全体(ﾉ)Ｂ／Ｓ
(親会社十子会社）
5．少放'1《=|皇持分
６．グループの状態
八ｍ－１％＝Ｓ
一ｔ，
＋ａ， ＋ｄ 
ITO 
－ｔｂ 
十ｓ
八・一，． Ｓ， 
＿|±Ll--L 
Ａ‘－１)艇＝Ｓ,：
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２８．ノランス連結会計!‘い(liの国際的iﾘﾘﾄ'１（13）
なる。 第２図表②連結貸借対照表の準備表
XmlmT ’ H雨’修ｉｌｉ。、計il〔例l968Il:()ＮＣ勧告書に』Lづく計算例をI(!（()」§げてみよう。堀２図表はＧ、ドゥパランが述刑Ii会計の解説に川いた計算例である1K)，親会ｉｌ:Ａは子
会ﾈ|:Ｂのｿ6行株式の80％を保ｲ1する。①は脱会
社Ａおよび7.会社ＢのｌＹＩＩｌ対!I(|炎である。ハド|：
の金融lhl定了(1)i｢；のうち500フラン（ｕ「ilWiJT略）
はＢｉ|:(ｌｌｉ式の11X得I1Ii額である。Ａｉ(|:の10|ｲﾐlIIliI1
資産にはＢﾄﾞ|:からの販売による利lf5()が含まれ
る。また．Ａ社の'91首棚fllfPi1lriにはＢド|:からの
販売によるfIliMEIOOが含まれ，この利ｌｌｆｌ()()I1iiiIUl
未のＢ社「''１１Aに計上され，｜同ｌｉＩ:のｈ１ｉｎ金にⅡ(リ
替えられた。Ａ社の俄椛にはＢ社へのハjlUl〔Y付
金200が合ｔＭｌ，Ｂ社の負ＩｌＩｉにはＡ；1:からの)(ii1U1
借入;i：200が含まれる。
第２図表1968年ＣＮＣ勧告書に基づく計算例
①親会社Ａ・子会社Ｂの貸借対照表
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rllll識 230 1,280 200（３） Ｍ２０ Ｉ 閥 )社700 200 150 ２３０ Ａ社`１，(1０ ３，６２ １，０２ `１００１１ Ａｉｌ： 5,000 1,240 3230 2,720 540 12,730 Ｂ社７２０ （ﾙﾉﾉ 有形Mil定ihiFlE金融間定ｉＷｌｉ棚ｊｌｌｒ（１）ＩｆＩｉｉｉｌｌｆ 現金ri企神 30011,010」 13,270 ０ ０ ０ ０ （`|）Ｂ社の資本金，１１１ｍ金および利nltにおけるハド,:持分が消去される。すなわち、Ｂ社資本金の8()％：700×80％＝560,Ｂｉ|:illi立命の80％：2()()×8(Ｍ＝160、Ｂｉ('利１１１Ｗ)80％：150×80％＝１２()となる。（５）Ｂ社の尚本金・ＨＩｉ立命および利
1,Ｗ)2()(〃は少数株三i;持分を表す。（()）’Ｂ社株式
の帳緬Illli額とBiHl:純ini産との差額として連結差
iiiが樅する。この場合，Ｂｉ〔|:|芒l己武本における
Ａド|:持分は次のように決定される。なお､当期
｢,'11Ｍ峠6の処分がｲﾐ)上なので考'ｕしない。また,
,〕Ｉ,:からＡｉ(,:へ販売され'！'首７１１１''(になった商品
に係るwllｲllfl00はＢ社の前ＩＯｌｆ'１舵に計'こされ,す
でにliili(|:の横立金に振り緋えらているのでこれを
減額する、
２７０ 
２３０ 
60 
1,280 1,280 12,73 
②はjlu紬Ｃｌ({f対１１<(表のilli(ｌ１ｌｉ炎である。まず,（１）
Ａ社におけるｌｌ社株式の純帳簿Illli袖がii1i1iされ
る。（２）ハド|:の期末Wl311資産にはＢｒ|:のＭＩｆか
ら生ずる50が含まれ，グループ内会i(|:'''１(ﾉ)「ｌＨｌｆは
グループ外(ﾉ)館三台に販売したⅡIﾄﾞﾉA(で初めて１，&終
的にｌｑＷＬされるので，当該利lllf部分はiM会Ｉ|:の持
分1k例でiiIiliされる。その絲采，八i(|:のlIlllll資
産のiMWWiは50x80H＝`１０にlUl定さｲlろ。ダliりの１０
はＢド|:の少数株主にとってｌＱＷＬさｊ[たＩＷｌｆを表
す。（;ｌ）親子会社'''１のＩｌＩＷ１ｉ．ＩｌＩｉ扮がii1i1〈さ
れる。 '111獺i1wlllL鯰ｊ111$`Ii雄額：一②＋①
邦細一Ｍ判訓一Ｍ
＿＿＿Ｉ 
（７）160の利益のﾉⅡ1節は次のように税lU1され
る。すなわち，
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まず，親会Ｉ|:Ｂ／Ｓにおける各『･会i1l:株式の帳
簿価額tiの過大評価は，減I111i7ル｣1余の不在また
は不十分IYliによって説明される。そｵlは，市場相
場が評lllliするよりも子会社の実態が悪いことや減
Illliﾘ|当金の評Illli額の相殺が行われること等による。
しかし，フランスでは慎重性のｌｊｉｉｌ１ｌｌにより，親会
ﾈ|:の貸Ⅱ１対１１((炎において子会社株式が過大に評(llli
されることは考えにくいとされる''０１。すなわち，
低Illli法o)jliilllにより，市場価格の低「は減ＩｌＭｌ当
金の設定k､l象となる一方，価格の」打.は考慮され
ないからである。
また，（}・ドウパランも「連結の減ＩＩ１１ｉの場合，
親会社の[ＹＩｌＩ対11(|表に計上された株式投資勘定の
金額が被述結会社の純資産に基づいて確定された
連紡対象金額を」名回るからといって，当該株式投
資勘定が過大評価されていると機械的に結論づけ
てはならない｣'''１と述べ．株式投尚肋)iZの過大評
Il11iの可能性を否定しないものの，他の原因を示唆
している。
マイナスの連結差額の主たる1'１(|A1としては．台
子会；|:の武本（純資産）におけるグループ持分
(s1-L）あるいはsiの過小評(dliが考えられる。（si-
L）さらにはsjl÷|体の過小評(iliは，資産の過小評
価負Ｉｌ１ｉの過大評Ｉｌ１１ｉの帰結と考えられる。資産の
過小評(llliには，」地・建物等の有形'&'定資産，無
形liiil定ｉ２Ｍｉおよび投資有価証券の過小評(l11iが考え
られる。とくに，「のれん」を｢''心とする無形固
定資鵬投iWTIli証券および=|地等のｲ丁形固定資
産の過小評Illliが虚要である。
一般'Ｗに、イ･会社株式の取得'wの評(,Ii額は子会
社の帳緬l:の資本だけでなく，そのＩＩｻﾞのマーケッ
トバリューでの評価額，将来のイ.会社の収益性や
｢のれん」Il11i値の親会社による考ldji等，子会社の
経嵐.に|jける緬々の要素を考慮して評(llliされてい
ると考えらｵ'る。他方，子会社のWiiwil<の資本は
取得lliiI'||i主義会計のもと，ｉｉｉ場の評(,lli額との乖離
が起こりやすい。特に，取得１１;!(l1li二i識では「市場
(l1Ii橘の｣:ｻﾄ」は原11'|として考慮しないのに対して，
｢価怖のIlR1〈」は,慎重:性の原}('|のド、1,1価法の適
111により考噸さ１１る。このような取扱いが，資本
連結時にマイナスの連結差額を生みｌｌＩ－ｊ－主たる原
因となりうる。
子会ｒＩ:株式の取得時に，親会i(|:が三iiiijl的に子会
DＭＩＷｌ ・Ａ社のlU11iT棚卸fT産にはＢ社fll益のl()()が含よれており．ハドl:の｣ｉｊＵ１売'二原価はそ(ﾉ)分火きくｌＯＯｘ８Ｍ＝80の利益を減少させている（20兜
は少数株÷|{|ｹｸﾙこのための１１１益のD11i1：＝８０
Ｂ社当IO1IWfl50のＡ社持分80`光＝１２０
Ａ社１０１ｲ〈棚611涜産に含まれる50(ﾉ)8()(ルー-,10
・Ｂ社当lU1利111ｔにおけるＡ社持分８(）
利益O)ljll11:額１６(）
L－ 
第２図表③連結貸借対照表
削全白
③は連結貸ＩｌＩ対11(Ｉ喪である。この述結tY借昨'１１(｛
表の様式は1968ｲ|:ＣＮＣ勧告書に従ったものであ
る｡(9)この場合，プラスの貸方「述結差額」が発
生しその結果，グループ純資産（資本）は１１０だ
け増加している。また，内部利益のii1iZ《と少数株
主持分の取扱いからは所有主理論的見解（親会社
説）に近い処1111が行われているのがわかる。
ｅ・連結差額の発生原因とその性質
前述の（１）式および（２）式をもとに。連結
差額の発生Ili1lklとその性質を考えてみよう＿
・し＞(ｓ－Ｌ）の場合
この場合、８，＝Ｓｎ－△S庭となる。すなわち．
｢各子会社株式の帳簿価額」ｔ,が「各「会１１|:資本
(純資産）のグループ持分」（ｓｉ－Ｌ）を△Ｓｍだけ
上回ったためにマイナスの（借方）述絲jii瓢iが生
じたのであるが，その原因としては次のことが考
えられる。
・親会社Ｂ／Ｓにおける各子会社株〕(の帳簿価
額tiの過大評Ｉｉｌｉ
・各子会社の資本（純資産）におけるグループ
持分（si-L）の過小評価
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社の将来のjln過収Hfを評(Iliした場合，：１１該超過収
益は取得'111のT･会；|:における1'１(形ifU1i/iとしての
｢のｵ'ん」Ｉ１１１ｉＩ[dの存在を恵味するものである。し
かし子会ｉｌ:は，当該のれんをそのＢ／Ｓに計Ｉし
ているわけではない。二ｒ会i1l:株ｊＣのlI1i(jLIdli額ｔｉ
は，場合によりこの「のれん代」を含んだ支払ＩｌＨｉ
額であるが，述lWilIW)Ｔ･会ｉｌ:の'１}鋪l:且'1該「のれ
ん」は計l:されていない。このため，このような
｢のれん」はfT水述結'１１にjlll紬溌iiiとして'''1列す
る。連紡溌iWiとしての「のれん」はHM会ﾄﾞ|:の=|;観
的評価にｊＩＬづくとはいえ，リミ際のI(W)|で11((('しされ
たと見られ，いわゆるI÷I己(ill識のれんとはyILなる．
さらにフランスでは，1960ｲ|:－７()〈|§代にかけて
企業資産の過小評Il11iの|H1題が指摘されていた。資
産の過小評ＩｌｌＩｉの''１で最もi職１１な'ｌｌＭは役fWT価証
券の過小;iliIlllilHl題である''９１．１iii述のとお()，フラ
ンスでは．１１`(IMliの１$(ｌＩｌｌのもと'1〔(llliiAの適１１１により，
市場価烙の(I〔「は減Illliﾘ|｣1〈ｉＷ)設定鮴|奴となる一
方，Iii格の化汀･は汚[⑩されない。これにより１ＴＩｄｉ
証券の過小評Illliは1960〈|Z代から70<|:代(ﾉ)後｣'２１７１ま
で一般(ｉＩ１にlfi摘された最もnm〔人なl1111Kiであった。
また，二|:｣u報の:(j形'１１１定ｆＭｉもｌ:｣llIIllliｲⅡ｣方|とと
もにその過小iiliIllliがlNl題となりうる。
このような7.会ﾄﾞ|:武産の過小iiliIIlliを11;iljKlとして
生ずる述；１１鑑額は、Ｙ･会|(1:における111評lllliIlIi立金
的性質をｲ｢するものである。すなわち，本来，連
結に先ｆＬ〕て「･会i【|:黄産のiIi評ＩｌＩ１ｉを行い，過小評
価を是IILた-12でＩｉｌ役iili去すべきものである。当
該再評IlIi時には「(俗）資産（△sＵＪｘｘ（貸）
再評価iIIi17:金（△Sm）ｘｘｊの会i;|処ハ1が行わ
れるであろうから，当該ll1ilIlにkLづくマイナスの
連結差額はＴ･会社ii，(ｲﾊﾟを|川成するilhiliI,llii1IiI7:金に
振り杵えるべきものである。すなわち，
｜＃})丁･会Ｉ|:i7,ﾄﾞ(s）ＸＸＸ（|Y)｢会１１:株〕((Ｍｘｘｘ
ｲﾂﾞｾﾞﾄﾞ|:flM《(ＡＳＪＸＸ’し数'1:1！'＃分(1)ＸＸ
業における投資ｲﾌﾞ1111i証券の－．般(l<I過小評価」に鑑
みて，『･会i(':における投了(〈T1111irill;券の過小評価を
原lklとするマイナスのj血結溌額の発生は-|分起こ
りうるのではないかとＡｕわれる。
また，マイナスのjlli#１１i差額の発生lIlilnが無形資
産としての「のれん」である場合，当該差額は
｢のれん」助走に振り杵えるべきものである。ＣＮ
ＣｉｉｉﾉﾊﾟlriI}が当該兼額全額を「のれん」として借方
計｣息するのは，この点を考IJj(しんからであろう。
すなわち，
（''１)｢・会ｉ【|:満水(s,)ＸＸＸ（'1)二r会ｉｌﾙﾎ式(ti）ＸｘＸ
のれん(△S`,）ｘｘ少M1((株ｶﾐ持分(L）ｘ×
のれんについて，（】・ドゥバランは「当該連結
減Ｉｌｉは$M会ｉＩ:ｔＹＩＩｌ｢対１１<(炎における減IlHiﾘ|当金の不
在またはｲ《‐|分性だけでなく，」1該株式投資勘定
が場合によっては証券発行会ｒｌ:の渦/I：的または秘
密の１１１(1):金の存/lSを琴ldlしているという11;実によっ
ても説lUlされうる。後iWの場合，迫ＤＩＩ(l(]な項目を
連結[Y(ｌｆ対'１((炎の|lけ)に(ill殺してL'1該過小評価を
修１吋べきである。当該'9ﾙﾋﾞは米lIilの災務家によ
り「底()()〔Iwill｣、ＣＮＣにより「slll･vlllelll･」と呼
ばれている｣'Ｍ１と説lﾘＩしている。
他ﾉバ（11【!(の過大(Iilllliとしては，過度の「慎重
W|；の１$('111」による厄|航i)|坐1〈Ｍ)過ﾉ〈計上等が考え
らｲlろ。この場合，危険ﾘ|」1余の過大繰入は子会
社資本におけるflliME剰余金を過小にしているわけ
であるから，当該11;ilAlから(|{ずる』峰'i差額は利益
剰余金的性fTをｲjすると考えられるＩＭＩ・当該部分
は，本来，jlh結に先立って辰入れを行った上で相
殺ii1i逃すべきである。すなわち，
（Iﾙ)｢会ｉ|:i7本(s）ＸＸＸ（'１)ｒ会ﾄﾞ|:株式(t､）ＸＸＸ
『会；|:尚水(△S,）ｘ×少数'1::１２持分（１）ｘｘ
（iUlMf剰余金）
uI2のマイナスの述結蓋iIiiの性?〔から見れば，
｢の１[ん」の１１Y扱いを除いてず〔水のiMi算要素とな
るＣＮＣの11)(扱いは：１１誠･lvlif'〔と必ずしも整合的で
ないように１１uわjllる。もっとも，過小評Imiが減I111ij肌11余の過ﾉ〈iil上に
起1klしているときには，当該ﾘ|｣i命の過人細入は
子会＃|:資ｲﾊﾟにおけるﾄﾞｌｌｉｌ郷'|余命を過小にしている
ことになるので，」1談lj;(囚から41{ずるマイナスの
連結差額はこ「会i(I:におけるflllI郷'１余余(１１性蘭を有
するものと冴えることもできる。災際，フランス
証券取り|委員会（('CIB）が脂摘する「フランス企
．［,＜(s,－１i）の場合
この粉合，ＳＦ＝Ｓ､:＋△Sn1となる。すなわち．
｢汁｢･会社株式の帳獅(,llilWi」11が「各子会社資本
(純r(，iri）のグループ持分」（ｓｉ－Ｌ）を△Ｓｍだけ
下１，１つたためにプラスの（[Y/j）述結差額が生じ
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る差額は「･会ｉｌ:におけるfllllt東||余命Oパイナス的
性質を持つ。ｊﾐﾉこ，極jlllな低IlWIlIEによるマイナス
｢の|'ん」が〈ｉｆ<I：するのにこれを考ldjiしていない
場合，學11該'１１(Ｉｋｌから!'{ずろ差額はイ会ｉｌ:における
再評Illlifl'泣金のマイナス的･ljl;蘭をｲjすると考えら
れる。こ(ﾉ)1酬合の差額については，ｆｒ水のj帥１１と
なるＣＮＣの10('１M(いは｣1該性蘭と艘介的でないよ
うに),１１われる。
（I||)ｒ会１１:ｒＭｆ(si)ｘｘｘ（ｉｆ)卜会i【l:}ｌＭＱ(1)ｘｘｘ
少数'1t:I：持分(li）ｘｘ
ｆ封|；frｲﾐ(△ＳＪｘｘ
（ilj評Ｉｌ１ｉＷｌ立金）
プラスの述lWi雄額が生ずるｌＩｉｉｌＡＩとしては，これ
らのほかに決算|］に－．ｌ１Ｉｉして述紬を行う方式が挙
げられるI1GoDllllｹﾞのフランスでは柳会ﾄﾞ|:決算日に
－ｌｉｌｉして１１１１紺を行っていたことから，支配痩得口
以後の』'1該「･会ｉ|:における刺余命のjWljll分が貸方
連結差額に念士ｵlろことになる。この１$(囚による
連結雄額はﾄﾞ'|柿l1ill余金的'11:蘭を(｢するものである
といえる。
uIzのよう仁発｣ｌｉＩｌｌ(|ＡＩからみると、述結差額に
はiIi評Illli{ｌｌｌ７:金的性画あるいはFlllllfllll余金的性質
が汎|/';していろ。このような述絲ﾉ榊1の性質の多
様性１０)えに，そ;'1をfMxとする1968ｲｌＫＣＮＣ勧告
書のｌＩＨ扱いが迎結差緬の性lIi1Iとリーベ（幣合的であ
るわけではない。すなわち．述絲溌額の性質から
見て，それを黄水とする処lM1が轆合(１１なのぱ，親
会社における「行Ｔ･会ｉ|:株式の帳禰(dli額」ｔｉの過
小評I1Iliから'12ずろプラスの迎紬溌額のケースであ
る．４ﾉﾐ際．持株会社化しつつあっに１１１１ｹﾞのフラン
ス大企業において，その役iWi(,11億,[ﾘﾄﾞの一殿的過
小評(ｌｉのＩｌＩｌ魁が脂摘され，後述のミシュラン社の
事例でも指|ｉｉｉしたように，イ･会i(I:株式等の著しい
過小評(Iliが'二WillのiIi評liIi兼額を41{み'||していた実
態がある。
また，マイナスの迎紡鑑iWiのケースでは，子会
社にｵjける!Ⅱ(形Illli(iriとして(ﾉ）「のれん」の計上を
認めることで，述結後のグループr(水の減少が回
避される。これらの点からすると，ＣＮＣ勧告書
は親会；|:における株式投了〔助走の過小評価から生
ずる述li1i雄額の処Ｉ１ｌｌに１１１(点を'１'iきつつ，マイナス
の連結溌緬の箔''2によるグループ武本減少をのれ
んの計上存認により限定するものである。
たのであるが，次の1'雌|が考えられる。
．親会ｉｌ:Ｂ／Ｓにおける各イ･会ｉｌ:株jCの帷紳ＩＩ１１ｉ
額tiの過小iiliIu
、各子会ｉＩ:の資本（純涜,)if）におけるグループ
持分（si-ljの過大評Ｉｌｌｌｉ
親会社Ｂ／Ｓにおける各子会社ｌ１ｉ式の過小評(lli
であるが、フランス企堆のri11liの過小評''１１i，その
中でも特に｢･会rlﾙｌｉ式の過小iiWllliが､|(哩なｌｌＩ１題と
して指摘さ;|[ていたことはiiii述のとおりである。
これを原|と|として(YﾉＯｊのilll紡維額が41;ずることは
十分に考えられる。当該溌額はilj評Il11i雄釉1に'１１｣lｌ
すると考えられ，親会社におけるilj評Ｉ１ｌｌｉｆ,'i立金的
性質を荷するものである。もっとも，過小評Ｉｌｌｉが
減価引当金U)過大計１２に起因している場合，当該
原因から生ずるプラスの述結雄iiilは親会iM:におけ
る利益剰余金(1V性f'〔をｲﾌﾞすると考えられる‐
親会社Ｂ／Ｓにおける汁ｒ会社株式の過小評Illli
は，本来，ｉ蝋ＩＩｉに先立って子会ｉｌ:ljI:式のiIi評Illliを
行い過小評価を足i[した１２でＩｌｌ役iili去り．べきもの
である二当該ili評ＩｌｌｌｉｌＩｆには親会社で「(||}）『･会
社株式（△sに:）ｘｘｘ（tY）iIi評Illli1lい'ﾉ:企（△
Ｓｍ）××」の会計処lll1が行われるであろうから，
当該原|Ａ１に〉,Lづくプラスの述結雄iiiはi()I会ﾄﾞ|:資本
を構成するiIi評Ｉｌ１ｌｉＷｉＤ:命にルiり杵えるべきもので
ある。この意味でr(本の｣御川1となる（)ＮＣ仙告書
の取扱いは」1該溌iH1mの性質と耀合(l(1であるとい
える１１５'。
（借)子会i'１:両ｲﾐ(s）ｘｘｘ（!i)「会ｉｌﾙﾈﾊﾞ(1)ｘｘｘ
少!｡(株ｊｉｌＩ｢分(L)ｘｘ
ｉＭ会ｉげi水(△ＳＪＸＸ
（11Ⅲ瀞IlvillllOI金）
これに外Ｉして，各子会ｉｌ:のrtｲパ（$llfT1)ili）にお
けるグループ時ｸ)の過大iiW1lliは，fTl1riの過ﾉ（評価，
負債の過小評Idliの結MLと考えられる。前述のとお
り、フランスでは「１１１(jlI性の1%(I1ll」の通111により，
資産の過大評Illiや負ＩＩＩｉの過小評(llliは埒えにくいも
のの，ｉｆ}/lfi1(ﾉな１１１りく・減(l11iや棚jlllな(lLI|)(Ⅱｉｆによる
マイナス「のれん」がｈＹ１;すると兇!)ｌｌる場合。
これを考hlj(していないことによるrrl)1！(ﾉ)過大評価
または負ＩＩＩｉの過小評(llliは考えられうる。ｉ(Ｍ;的な
損失・減(dliを牙IIliしていない場合、危険j)|当金の
過小繰入１１はＴ･会社流水における利l郷Ⅲ余金を過
大にしているわけであるから．」i該ｌｌｉ(|Ｍから生ず
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3２フランス述ﾙIi会計基準の'１１際ｉ１ｌｊ調{|’（13）
九い゜Ｍ】I小l災はモエ・エネシー（Ｍ()〔北}{〔lIl1lossy）２）1968年国家会計審議会（CNC）勧告書の適 祉の1971<'21211311]付迎結(１階対11<(炎である。｜ｉｉｌ用例 社はグループの持株会社であり，1970年度から連
n．モエ．エネシー社（｢s虞＝sm-△smjのケース）結計卯il1瀬を作成している。１１該述結貸借対１１<(喪
ここで，１１)68ｲl:ＣＮＣ勧告;1｝にi(11拠して述結【Ｙの作ＩｊＩＵＩＷ１は|Ⅱl雌にされていないが，内容から兇
借対１１('表を作成した企業をいつくかI[XI）｜:げてみてl968fl:(Ｎ(】肋告書に準拠したもO)と見られる。
第３図表モエ・エネシー社の連結貸借対照表
連結貸借対照表
l97IiI2l21131[1現/l； （『|i位：千フラン）
｢－－ ＩＭＩ紫iil
９１７ 
資'1ｉ
繰延勘定……………………
固定資産……………………
土地………………………
巡物………………………
機材装ｌｉｌｌ………………
迦搬機器………………
｜|･器備i},１，.…･………･…
無形固定if旅…………
その他固定ｒＴｊｌｒ………
逮誕仮'１１１定……………
計
投資…………………………
１年超貸Ｉl＃？…………
投資勘定………………
傾金および溌人保iil[命…
計
棚卸資産……………………
流動資産…･……･……･……
前渡金……………………
売掛金……………………
その他砿定金ｊＱＩＩＯＩ権
前払費１１１………………
受取下形………………
’l1IiI1FおよびKlliNfIl$(0)i１１札
有価証券………………
当l4iHi金………………
現金………………………
取得11;(価 111ｲﾐ残高 ｔＴイミ．負ＩｉＷ 111Aiiuljill971l砿>|嘱高
資本金・剰余金……………
筒本金………………………
’1ｔ」(苑｢｢溌金……………
１A)riVl(ＩＩＩｉ金………………
’1薊;ｒｌｌｉＷ:企…..…………．
IliilWl11ihI((I/:金……………
１１１１０１(:脳越ｆ１ｌｌＩｉＥ……………
計
連結差額………………………
当期純利益(グループ持分）…
グループ持分計
少数株主持分………………
IillUl級越「'|益……………
lIilOlf''１１k…………………… 
株主持分計
損闘引当金……………………
固定負佃………………………
流動負個………………………
WlIﾄ余………………………
そ(ﾉ)lulii:定金銭債務…
未Ｗ１ｌ川……….….………．
］〈liuIAlllI人命…………
凶ﾑ]X１１２……………………
）IilMiiir…………………… 
計
資本・負個合計……………
5,312 40395 
135,272 
566,035 58,587 
103,479 
36,916 
4DlO 
1LOl9 
3(川l84
lM62 
1262I 
262.`１０８ 
60,5Ⅱ！ 1,917 
26,`I5Ii 
29,555 
（j,089 
９，１０７ 
５５１ 
５７８ 
７，４０８１ 
１i劇
129,1)３ 
66,17 
11,02 
21,02 
31,03 
1ＤＩ 
Ｉ２．６２ 
５ 
９
６
－
⑩
０
 877,328 
-`い'､698
＋39,51111 336,661 710253 
502,218 
1,755 
65,693 
1.518 
68,966 
1,755 
66,387 
１，５１８ 
69,661） 
554,957 
69Ｉ 
7,481 
6,0`１０ ＋13.521 6Ｍ ------
515,739 551.957 
20,251 
202,852 １２，２１０ 
１３Ｍ02 
37,382 
12,210 
135,168 
37,382 
8,272 
38J19 
８，１６０ 
1,548 
26,375 
２５７ 
766 50,124 
126,161 
22,970 
73,530 
127,672 
１８，９６９ 
8,272 
38,9`１９ 
8,160 
1,538 
20,375 
２５７ 
267.515 
1`158271 ’ し10 計，268,321資産合計…………………「~~~￣ 770 111Ｗ129 1`158,271 
さいしてiWIllliをＩ１ｆＩｍに修11ﾐﾘ．るようなことはしな
いから，仮に含み猯が発!'iしても，適当な[Y(|Ｉ対
!|((表科１１によって表示さｵlないlI4Ojlll結計算の対
象とならないことによる」とiliW<している。
このように|iil社は連結差額の発くlH1jijl邸を子会社
の薄IllliとjlmilillIr(l11iとの開きにあるとした。このi＃１
き（含みIIf）は述結の対象にならないため、連結
後の少iikll駐ii持分を除いたモエ・エネシー社グルー
プの尚水（純r(産）は親会ﾄﾞ|:r(水（純i７座）に比
べてｋｌｌＭに(１１少した。この葱'1kで．｜両1社の述結差
Ｉｉｉ１社の1971<|:jll1；I1i貸借対11(1炎では，グルーブイ・
会社１０社（いＷ1690％以上保ｲ｢会ﾄﾞ|:）が迎結対象
となり，こｲ’｢〕「会ｉｌ:の連結によ(〕，「述結差額」
４Ｍ百ﾉﾌﾞフランがマイナス値としてグループのｔＴ
本に計上された。「ti＞(si-L)」による「S闇＝Sm一
△S"」のケースである。当該金WiPiは述納iiiの親
会社資本887iYi〃フランの46.7％にIll｣L1する．lTil
i【|:はマイナスの述結差額の計I2lll1lllとして，「－．
航的に，この科'二|がマイナスとなるのは，イ･会社
の簿価と酒１１２１断(,Ｉｉとの間にＩｌｌｌきがあって，述結に
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年度の連結1Ｗ１１対11<(表における述結差額およびグ
ループ資本の変動を示している（資ｲﾐの数価はい
ずれも当ｌＵｌｌＩｌ益を含まない)。
額はiW評価差額に対応するものであり．本来的に
は子会ｒｌ:におけるiWi評価積立金としてその資本に
含めるべき性質のものであろう。
第４図表はモエ・エネシー社の1971ｲﾄﾞ度～1981
第４図表モエ・エネシー社の連結差額とグループ資本の変動
（金額：i7i〃フラン）
’ 項１－１(1)連結溌額 1971 -41`１ ７２ －４１５ ８９１ Ｆ７－ ｌｉ） －１４６ ９０９ （２）親会社tＴ水１８８７１ rl u 
ｌ
一
－
’
１
※資本の故Ｉ１ｆｉＩｊ当)９１利益・'11尖を含まない
（モエ・エネシー社の行fi：IQiの年次報告書より?バ行作成）
これによれば迦結差額（マイナス他）は親会社
汽本に対する割合が低下したとはいえ，グループ
溢水（純資産）の1111祝しえない減少要因になって
いたことがわかる。1971年度～1981〈|皇腫のモエ・
エネシー社の連結溌額はマイナス他であり．グルー
プ資本は親会社資本よりも減少し，特に1971年庇
および'972年度の減少額は著しく親会社資本の５０
(7f近くに達した。1978年の法定ili評(ｌ１１ｉの実施後も，
連結後のグループ武本が連結前のj【M会社資本を1〈
ln1るllji向は変わらない。
また．連結差荊iは二ｒ会社株式の取得価額tiと
１２１１３１日時点のこれら会社の資本（純両産）簿Illli
(s-L）との差額を炎しており，支配挫得後の子
会社における資本変釛部分もすべて含んでいる。
当該噌加部分はｓ,の噸ﾉ１１１１要因であり．プラスの
述結差額の発生原lklとなる．もっとも子会社にお
いて損失計上の場合にはマイナスの述結差額の苑
ｌｌｉ原因とな(〕，これらプラスとマイナスは相殺さ
；l'ている。当該部分は，本来的には他の原因から
(|§ずる連結差額から分離して，文n[l從得[|後の剰
余金として資本のｉＩｌで別個に表示すべきもので
ある。
＃十年度の年次州(!｢書に記載された「子会社およ
び投資」のＩﾘ}訓あるいは「関係会ﾄﾞ|:【Y付金等ＩＵ１細
炎」を見てみると、この間，同社グループの子会
社が赤字だったわけではない。当初の述結差額が
もともとマイナス値であったためである。第５図
炎は'１７１社のl978fl渡～1981年度の〈|:次報告書に記
械された法定iii評価ﾘﾐ施後の連結''１(1ﾐ持分変動の
|ﾉLI訳表をまとめたものである（liﾘ社の資本の数値は
いずれも二I11UlllMifを含まない)。
第５図表モエ・エネシーグループ資本の変動要因
（千フラン）
】978
749,361 
1９７９１１９８０ 1981 
1,211Ｍ93 期首ｸﾞﾙｰﾌﾟ資水
遡鵯差額における蛭力
（内訳）
・前(噸利益処ｲ）
（積立分）
・配当金等剥離
･fil鑛貰準lii僻0)純
変動
・灘巍圃の変動
.}扮法のiii結諭ﾘ)蝋
,再評I暁爾
,その他(為替緬剃
親会社資ｲs(ごおける鋤
（内訳）
・資本金塙加
・鱗ｒＷ,込１１:lj余ｉｒ
・衞立余
・Ｅｌｌ蹟産繩益iM〔金
･次期農越
.Ｗj評１１１積立金･'ｻﾄNi朧
備金
川|：ｸﾞﾙｰﾌﾟiY水
997.7591］,181.874 
-168,7ｲ６ 
＋61,250 
-ｲ3,395 
＋30,975 
-60.992 
＋'28 
-185,521 
＋250812 
(ｊＯｌ＋1洲8Ｈ
+318 
+96（ 
＋９ 
－１８，３３８ 
＋431.158 
6-899 
997,759 
※l980fl：'01氷グループ資本の数|[l1iと1981年期首のそ
の数値は－.致しない。
（各年度の「述結株主持分炎」から鉦者作成）
これによれば，グループ資本の変動は「連結溌
額における変1Ｉｉｊ１」と「親会i(I:の武本における変伽」
7７ 
－１６６ 
914 
8０ 8１ 
－１５６ 
1,338 
1,181 
－１１％ 
－３３７ 
1,553 
１，２１６ 
－２１％ 
－１９６ 
1,715 
１，３６６ 
－１１兜
82兜 ７ 88％’７８％ 80兜
7６ 
-189 
909 
720 
－２０兜
79兜
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3４フランス述結会計｣,域11のllil際的iiAl{1１（１３）
より術ﾉﾘl（される。「jlll＃１１i差額における変11ﾘ｣」には
前年度「'ⅡＩＩＷ)処分に係るＩＷｈＬ分鞭の文n.他((卜後の
子会ﾈ|剰余金の変l1i1j，I978flZIQiiﾉi定ili評(IIliに係る
再評(Ⅲ(iIi立命などが含まれていることがわかる．
これらはｲﾐ米ilVには述３１１i差額に含められるべきも
のではない。
モエ・エネシー社は「のれん」をTil･Iしていな
いことか'〕，）l11ｿ1の述結鑑１１１がグループf(水を減
少させ．その後のＴ･会i(l:資本の典１１ﾘjやW｢川』の連結
差額の苑!'i等により変肋することになる。株主持
分変動の詳細が災示されなければ，グループ資本
変動のﾘﾐ態が-｜分にlulAlできないとAMわれる。
貸(淵対!'((災（ｌ０７３ｌ１１ｒＩﾄﾞ次柵Iiil1に災'1《）には，そ
れぞれ3()１９｢ノブソラン，３０iIi刀フラン，’百ﾉEjフラ
ン．O1pi）jフラン．８６i【１万フランの述結差額が借
方に計12されている。｜同]i(|:述ﾊli〔：Y(Ｉｌｒ対'１((表も作成
基準を|Ⅱ|示していないが，１A1行から兇て1968年Ｃ
ＮＣｉｉｉＩ(lriI}にilli拠したものと1,“オlる。同社の総
資旅の5(M1il後は株式投溢I1I定が,!｢めている。
［ルアルト|:のケースもモエ・エネシーネ|:と同様，
述結】鮒iがマイナス([(！（｢t＞(ｓｌ－Ｉ,)」による「S＝
s『,－△s,Ｊのケース）であるが，lI1i(':はモエ・エ
ネシーネ|:と１，１４なり当該溌額を濁水から減算しない
で，｜ﾊﾌﾟﾉfTili(iの！『&~ドバ'1に「j雌Aからｆｌｉずる差額
((IiIT6rl､,IC(,ｒ６罰ul⑩１１ｔ(l(PIHl(Po1Is()Ii〔lalioll)」の各称
で記紬した。鞆６１Ｗ（はロレアルドl:の1969年度～
l979fMIの連結Ｍｌｒ対11(l炎｣2の述結差額とグルー
プｆｉＭＸの変di1jを不している。
b・ロレアルド|：（｢S腿＝Ｓｍ－△ＳＪでＩ(ﾉ)ｵ'んｌ計
上のケース）
ロレアル（L,()１Ｍ）祉の１１)69-1()73(|:比較連結
第６図表ロレアル社の連結差額とグループ資本の変動
(金献:ｒｉﾉjフラン）
別1９６９ 7Ⅱ ３０ 
３０３ 
3０ 獅一、｜川一脈
737 
３１`ｌ 
ｌＩＭ 
１()l(〃，
1,293 
３６ﾘｲ’ 
175帖
※資本(ﾉ)lkIiHは当１０１ｲlⅡＩｌｔ・}'１尖を含まない
（ロレアルド|:(ﾉ)各〈ｒｌｌｒのfI:次１１１｛1iiIiよりＷｆ作成）
これによれば，（ｌけj勘定「迎結からｆｌｉずる鑛額」
の計上により，ｌＴｉｌｉｌ:のグループ資ｲﾐは親会社資本
を「１回|ろことはなかった.なお，’１１社の111該借方
勘定は1975〈Ｍ１からは「述結された｢ill券の111得価
額の残iW（（C()、l)l6moIlt（l(wal(lu1･(ｌ０ｉＭＩｌ１ｉ勝iti(),,(les
titrescons()li(ＩＦＳ)」の門称に変わり，｜djl)Eihi産に
計上されている。
I973fMIのi]:記によれば，｜|けnill2のjlh紬差額
の性質について，「当該｣r(１１は彼１１１;Wi会；|:におけ
る参jjllHil券のlMlL(ｌｌ１ｉ額と当lUIWlⅡＨ１[処分i1ilの１２)131
日時点のその純帳iWIiIi額（ずTｲ<金，hlm0/:命および臨
時的jル'１金）との'''１からLliずるプラス士にはマイ
ナスの叢WITを災している。マイナス(ﾉ〕jllll1li差額は
たいていの場合，参)Ⅲ証券のllYiIlL('I1iiWiが，ｉＶ評価
されていない|Ａｌ定資産あるいはlYlH:ﾙ１１１((災｣'２計上
のブランドや一般に無形Il11iI1lljといったilM：的噌価
を考慮していろというzli災から生じた」とされて
いる。
このili記から，まず，ｒｉ'Ｍ１紬における柵殺iiLj
去の外|蚊となるＴ･会社のfT水（純r(藤）は支配獲
得|]ではなく決算'二1の榊Illliペースのr(本がとられ､
モエ・エネシード|:とliil様，｜両Iﾄﾞ|:のjlll結差額には支
'１１０１“ｌＬｌ｣後の｢･会i(|:溢水の蛮1Iilj分が含まれている
ことが考えら|【ろ。当該部分は，本来的には他の
原ｌＭから21iずる』111結維額から分離して，支配獲得
'三|後の剰余金としてfT水o)Ｈｌｌで)''１(lA1に炎示すべき
ものであるが，ｌｉＩ社はこれを(|け/のilll結差額に含
めて（ｉＷ１:して）いるものと兄られる゜
さらに，Iiil社の述結雑iWiはこれと他の原因から
41{ずる「迎給鑪緬」との｜||役により、全体として
はマイナス価になったと琴えられる。マイナスの
迎結溌緬の１{甥発生1j;(|ＡＩとしては，7.会社におけ
る固定汽産および無形価(1191の過小評Illliとである。
-)なわち，「･会社株式のllI1VL価額はr･会社の固定
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lYlIﾄﾞﾙ111((表I:、IIiiﾄﾞﾄﾞ(llli差額にⅢ|応する(|け)は該当
の仏|定寅産に’111(1{ﾉIllli(ｌＩｌｉに恥|応する部分は「のれ
ん」に賑()替えるべきものである。
資産iIi評Ⅲi差額やCtlli外１１１((災惠作ＴｉｌＩ:のブランド等
の無形I1I1iIl1jといったilUMiil(IjWIllliを勝MHしたも(ﾉ)で
あるのに師Ｉして，’１１役iiIil《の対蚊となった（s1-
L）は河lllIiベースであることか｢)．「ti＞(s-Ii)」
による「S閏＝Sm－△S,叩」のﾙ!'iWL，マイナス「述
結差額」が発生したのである“』'1核述結溌Wn%|け）
は，ｲﾐﾙﾐ的に|よ「･会ｉｌ:におけるiIhililllli積立金とし
てその武本に含めるべき性蘭(ﾉ)ものであり，jll結
（v・ミシュラント|：（｢S膿＝SⅢ＋△Ｓｍ」のケース）
ｆ(｝７図表はミシユラン（Ｍｉ１･I](’liIl）ネ|:のI()76年
1211311三l付迎iWi(ＹＩＩｆ対'１(l災である。liilil:はクルー
プの持株会i(|:である。
第７図表ミシュラン社の連結貸借対照表
連結貸借対照表
1976(｢12月３１｢llWIi (1111ME処分前．「フラン）
尚水・負債
1,wl1j耐
;Ｍ１91,393 
ミシュラングループ
資雄
1 
272,(i7７ :IiiiWhJJLWliMI 減価ＩＭＩ累計………………，-7,(;13,956 |｣蕊１，J
朧JDL
|資ポレ:卿二二二ｉｉｉ
6.013.856 
200.590’ 』ＩＩＩｍ雨７１網:|Ｉ5,1)98,1192 ７(),!)9６ －５６，１３２ 無形１６１定両産減IIlilM1累計 Ｍ3,389 
;1,358,983 
1,(i()3,082 
1'1,8Ｍ’ 
株式投資…･…………………･…・
持分iﾉ<適111証券……………
非述結合Ⅱ証券……………
その他の固定資産……………
棚卸資産…………………………
当座資産…………………………
売掛金…………………………
その他ll1ilif･調耀|ﾘﾙif……
ｌＷｊｆＩ１Ｉ定……………………
資産合計…………………………
7ｌ3,()6２ 
61,813 
681,2`１１） 
(i,511.429 
Ｈ33,101 
2,858,849 
2.819,,179 
219,529 
4,825,072 
8,()80,315 753,988 
2.715.710 
612,753 
`1.760.882 ’ 707,.170 ４６，５１８ 吟20`1630541 20,163`541 
ミシュラン社の197(i<|:i蛾IIi[ＹＩｌｆ対'１((炎では，グ
ループ主嬰子会社111(|:が述結対映となり，こイＩ｢）
子会社の巡結により，liiiiiの「述結差額」３.()９１
百万フランがプラス([＃としてグループの資本に計
上された。「ti＜(s,-1）」による「S,:＝Ｓｍ＋△S卯Ｊ
のケースである。当談金額は親会社i稲本8361mi刀
フランの`177％に'''111し．迎#IIi後のミシユラントl：
のグループ資本（純r（１）↑;）は親会；|:武本（純武i)if）
に比べて大Ilimiに｣iﾘｶ1１（'122船）し/こ･
同社は１１１結差iWiに'１Ⅱして．「いかなるのＪ１'んも
連結隣１１ﾄﾞﾙ１１１<(表に計|:されていない。連結計iii:;(；
類の作成１時に生ずるマイナスのj1k結鑛額は，その
源泉のいかんをとわず，プラスの述紡溌額から減
算さｲ[た」とiIi記し．マイナスの連結溌緬とプラ
スのjlll紬差額とをlll殺し，「のれん」を計｣芒しな
かったことをll1ll）かにした。しかし．なぜ｢〔額の
述鮎鑛緬が生じたかについては説lﾘ1がない。また，
述刑ｌｉ雄額算定における子会ｉｌ:fT水（純fi1Wf）（s-
li）についても，どの'1Ｉ;点のものかlUl1ilfにしてい
ないが，前二ｉｌ:とl1il様，ｉハリl['11Ｗ点のiWIdliを|{}い
ているものとAuわ｜ｌろ。
靴li8図表はミシュワンi〔|:の11)7()ｲ|:度，1978年度
および'979年岻のjlll結(YlH対'1(|炎における巡結差
額およびグループriｲﾐの空liﾉﾉを不している。
Hosei University Repository
3６フランス辿結会計基準の'11際(1()細ill（13）
ilj評(lllillill度（ｊ|:|('i却固定資i1iiiのiIjiili(I11iに係る1977年６
１三’１１]デクレ第77-550号，｜i`tklll剛jiﾋﾞｻﾞr脈のiii評価に係
るＩ９７８ＩＩｉ７１１１１１]デクレ第78-738)=>に』Lづく法定再評
(,11iilill腿）にある。ミシュラン社はliilllill度による法
定ili評ll1Iiをﾘﾐ施し，4,193百万という巨額の再評
I1lli叢iilmを親会社の1978年度賃'１$対１１(|表の資本に計
｣上たのである。
第北|炎はiIi評llli前と再評IIlli後の比Ilijii表である。
｣:｣uと参」l11rilli券よりなる非償ﾉilll血'だ汀藤のill評価
差加はｲ,1931:1.万，償却固定黄藤のili評llli差額は
0.3i1iﾉﾌﾞであった。前者は貸借対１１(|炎上，資本の
｢iIi評llllilj1(立金（,･6Serve(](Pr66vilIuatioII）に，後
者の差iiilNはr〔本の「再評mIi特>I11iIlllllli金(1)rovision
sI)6cill1〔9〔1(w66Valuation)」に計｣:された。両者は
述結ｔＭ二|r対11(|表でも維持されている。
第８図表ミシュラン社の連結差額とグループ資本の変動
（金iWi：iYi刀フラン）
｜項［Ｉ
ｒｎＴ１函W燕i7r-
19761７８ １僻｜皿価辨恥 十一
＋3,9911＋1,078 
親会社r〔本
グループfr本
(1)÷(2)(9も）
(3)÷(2)(兜）
１
１
１
１
 
２
３
４
５
 
１
－
く
Ｉ
８３６ 
4,828 
＋477鉛
十577％
5,883 
6962 
＋ｌ８９ｆ， 
＋１１８外
※ｆＹ本の故l((は当111利lif・損失を含まない
（ミシュランド|:の行くl渡の年次ｉＭ告i1lより?Hff作成）
これによれば，同社の連結差iWiはその後'978年
度が＋1,078i41.万フラン，1979｛１１座が＋1,7537；1.万
フランと３分の１以下に減少した。これに対して，
親会社武本は1978年度が5,883百万フラン，１９７９
年度が6,002百)７フランと197611：腿の７１)\以上に
増加した。籾会社武本の増力Ⅱ原|とＩは1978ｲ|§の法定
第９図表法定再評価前と再評価後の固定買産価額の比較表
1978年度
1．ｊｌｉＩハ
ili評ｌｌｉｌｉｉＩ
Ｉ 
総額
|織蝋…エ
’ 
270,000001 
2,500255,815221 
].(Ⅱ XlO［ 
１１．｜（ノi１１同定尚産
iｉｉ評価 ▽■ゲ.lllI Ｗ評
迩Fliifl
20,083,619241 
価後
lＹ 借 刀 bＹｌｌＬ 方
iIj評価差額
《準備金》楡
128,652.l21 
2q31ZOlOOOl 
減(ｉｉｌＭ１梁ill
361,081.23 
152,311.65 
‘'90911.10 
20,070578.00 
純額liliiiYI11i総額 7W評ＩｉｌｉｉＭｎ
1,7Ｉ6.7ｌＬＯ２ 
118,309.03 
81.598D5 
31M2756 
櫛築物・…
機械・識(Wｉ
1,506,360.83 
106,703.75 
78,74102 
27Ｍ62.00 
1`968,26760 
2,,137,ⅡＭＩｉ 
３７Ｍ18.58 
11Ｍ１Ｍ2 
20.l02D76`80 
23,35695896 
240,380.19 
11,696.18 
20857.63 
.1L965.56 無形固定汀旅
21,091,791.8012,265,167.161296,899.56 22`605,149.58120,636,881.98 
第９図表から|ﾘlらかなとおり，Ｗ評II11i薙額の大
部分はり|:liiﾉilluil定武産の「株式役fTj勘定のili評
価から(|iじたものである。それは`1,1921ガノブフラ
ン，評llli兼iW(全体の99.98％に」:る。1978ｲﾄﾞ腱の
親会社武本は5,883百万フランであったが，その
うち71外はiliiililllli差額が占めていた。株式投資勘
定のiIj評lllIi雄航がいかに巨大であったかがわかる。
このことは．1978年度法定Tli評II11iJ〈他iiiの当該勘
定がいかに過小評価されていたかを物語るもので
ある。
l976fl1lIの述結貸借対!!((表に区lWiの「述結差額」
3,()91i:i刀フランがプラスＩｌｌｉとしてグループ資本
に計l:されたが，「＋△Sm」の11;ｉｌｋｌは親会社にお
けるｒ会iM:株式の過小評II11iであると考えられる。
｢t`＜(s1-Ii)」におけるｔｉの評(lliiiWiがＷ評価額の
４分の１と，異常に過小だったのである。1978年
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差額に相当する(|けj勘定を計上することが必要と
なる。
フランス専'''１会計士．認許会計士協会(OliCCA）
の1976年および'977年の調査によれば､ﾌﾗﾝｽ
上陽企業１５()社のうち「連結溌額」を計｣Lた企
業はそれぞれ94化９８社，これに対して計｣Ｌな
かった企業は211<|:，１９社であった。また，「のれ
ん」を計|息した企業はそれぞれ68社，７２社，計上
しなかった企業Ｉｊｌ７社，４５社であった''71.
また，相殺il1i式の対象となるイー会社の尚ｲﾐが支
配拠押ｌ｣ではなく決算しＩであることから，支配僅
得|]以後の子会i《|:資本の変動が連結差額に影響を
与える。連結tYIlI対照表においてグループ資本の
変』ﾘﾉの詳細が喪示されなければ，その透|Ⅱl性が著
しく低下することになる'1ﾄⅦ。［未完］
度の法定１１１評価は，親会社におけるｔｉの評(IlIi額
を大幅に高め，同時に親会社の資本を大幅に｣V1jⅡ
させることになり，その結果グループ資本が親会
社資本をﾉ<きく|意回るlbmlb1はなくなった。1971)年
度のlI11i(l:の連結差額が1976年便の述結叢額の３分
の1以下に減少した|l;!|と|がここにある。そｌｌにし
ても，法定再評価ﾂﾐ施前の親会社商ｲﾐとグループ
資本の乖離は異常である。
以｣:の点から，ミシュランド|:の1976年度におけ
る連結ﾉ應額の大部分は親会社における株式投武|リノ
定の過小評価を原因としており，ｉ１ｉ評Iili差額とし
てのプラスの連結溌額は本来i'１評llIlifiIj立余として
親会社の資本に計上すべきものである。また、
｢のれん」に相当すると考えらｌｌるマイナスの述
結差額A11分は，（|けｊ「のれん」Ｉｌ１ｊ定に振り杵える
べきものである。さらに，連絲溌額には支IIidlui<ト
後の子会社資本の変ﾘﾘ｣が反映されており，iiii弍祉
と同様に述結差額にはilj評価臓'?:金的性質と『'|価
剰余金ｉ１ｌ)性質が混/[している。
以上のとおり，1968ｲｉ三国家会計群議会（CN(1)
勧告評における処ｌｌＩ１の特徴は,iWilllliベースで「－１ｉ
＋(ｓ－Ｌ)」の差額を「連結差額」として連結貸
借対11<|炎上貸方「貸本」に計｣葛することにある。
財務会計llI1論からすると、資本の変動要因として
出資背との間の直|残の１１)(引（111満・リ'''１竿）と》１１
期狽益の２つの要因を挙げることができる。この
ことは，連結計算書灯iにおいても'１１様であり，ｊｌｌｌ
結貸借椰|Ⅱ(l表上，当191損益は，親会社の当lUlllMi[
および『･会社の当期１１１益における親会社持分から
構成される。しかし，ｉｆI告書における資本連結の
処1111では「連結差額」が連結貸ＩＨ対I!（(表のグルー
プ資本（純資産）に災示され，述給によりグルー
プ資本が大きく変動することになる。
その結果，ミシユラン社（197(i(「）のように迎
結差額がプラス値のときは，グループ資本（純街
産）が別会社資本（純黄塵）にlこくて人'胴に1ＷⅢⅡ
し（S＝「Ｓｍ＋△S’二」のケース)，反対にモエ．
エネシー社のようにマイナス値のときは，グルー
プ資本（純資産）が親会社資本（純資産）に比べ
て減少ﾘｰることになる（S鬘＝「S"－△S"」のケース)。
これを|Ⅱ|避するにはロレアル社のように．イ会「|：
における|と1定資産のili評(Iili差額や〔ＹＩＩＩ対照炎非iil
上の無11’価値といった潜在的噌Illliを考慮してj１１%,Ｉｉ
[注記］
（１）ConscilMltioIlal(Ieltl（PoIIIl〕taI)ilit6（ＣＮＣ)．
ＥＩＩ,(/csflD(〕(ｗ"lclMsノ”8-/9河，Minisl(u1℃(lor
IiT()ｌ１ｏｍｉｅｏＬ(1〔､sFinan(PCS、１)I).177-180.
（２）ノｂｊ〔f，｝)」79.
（３）Cibel･[，八・，（b"lﾉﾉt((bﾉﾉＭ;９６'１，ＶYﾉP，１)lI11o(１．
１９８３，１)I〕､38()-391.
（１）Ａ､Cil)(wtの前掲書（１）､391）を参琴に飛者作
成。
（５）Ｌ＞(ｓｉ－Ｌ）の－ＬをＡｉ辺(こ移行して/にｲ｢を逆
にすればsi＜1,＋I,となり，会計処理ｌｚはｌＹｌｌｆを均
衡させるのでｓ,＋△S｢＝し＋Ｌとなる。
（６）同様に，ｔ＜(s1-L）の－Ｌを左辺に移行して左
(｢を逆にすればｓ＞Ｌ＋Ｌとなり，会計処lMLl苗は賃
Ｉｌｆを均衡させるのでs＝t`＋Ｌ＋△Smとなる．
（７）Ｄ〔P11al1ells，ｌ〕.，（JPsIion〃(I"c花'ｗﾉ(,ｌｔｗ(ル
ノ"Y“付，６(liti(〕IlsSirey､１９８３，１).292参1M'。
（８）ノ6Ｍ.’１)I)292-294.
（９）野村健太l1ll衿『連結会iil論」森111課Ali，１９７６
年．126頁に)'1該様式が訳|{lされている(ﾉ)でこれを
参!|<1．当該慨j(において、［Y方資本項[|の巡絲差
額は「付川1すべきもの⑮６１j(Dllter)」と「搾除す
べきもの（ハ（１６(luire)」とにわけられることが注
記されていろ,また，野卜|教授はこの）!}合の「グ
ループとは親会社支配株主の見地ないし（/:場を強
く織り込んだ企龍集団という意|M(であり（ﾉﾘr行主
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EI1論的見解)．アンサンブル（全体・大下tlH）とは
親会社支配株冒|{の見地のみならず．その他の館三
背少数'1：主の兇jUlをも織り込んだiiY業染'１１という
意'１１(にとれるものと思われる（企業体理論的見解)。
このような表示のⅡ:方からみれば，企業体jM1論的
見地がとられているとみることができるが、しか
し少数株主持分を含めないかたちでことさらクルー
プの純資産を強ＩＪＩしているところから，所１１三i{lＭ１
論的見解がとられているものともみられる≦（'''1(）
少放株主持分に対するこのようなjM1解のⅡ:方は，
むしろ所有主lll1論的見解に近い並１９}であるといえ
る」と指摘している（野村衿，iMIlu書，134-135頁
参!!(０。
(10）当時のフランスではiA卿'三|に一・括して迦結を
行う方式を孫11)していて，述絲ihi7p時点の'111麺
として取り」:げるからである。しかし，ＣＮＣは当
該11;ilklから迦絲差額が生ずることはありえないと
の見解であったことが野村牧授により指摘されて
いる（野村健太郎普，iililL)iIf，９３頁参!!〈|)。
(11）’九pal化IUs，、.，（)ﾉﾉ､ｃｉ〔.，Ｉ〕､292．
(12）’１/I|えば，フランスiilli券llYi)I委貝会（COB）は
l969fI:以|雛．ｉｌｊ<|:のようにフランス企業における
汽藤の過小評価のlllllKiを取り」:げている．特に，
（粋｢fi価証券の過小評価はi職11で．ＣＯＢは「大部
分のケースで葱IMiのない(Y(|ｻﾞ対１１(|炎を生みＩＩ１して
いる」とさえ喬っている（ConmDission〔lcsOI〕6ra-
tiol〕ｓ(1eBourse(COB)，ノｌｎﾉ)ﾉﾉor((wlllcll969、Ｉ〕、
９９.)。過小評価のｌｌｌ(lklはlM1iをiil｣こせず，Ｈ１Ⅱlliの
み認識する評Ｉｌ１１ｉｌｌＩ(Ｉ１ｌＩにあった。当該評Imi原'''1はTli
j4)の低迷)０１にはl1IWL7ｲTII1jiill;芥の過小評価に|｢ｌｉｌＩを
かけた。
(13）ｌ〕Cl)aⅡens,1).,ｏﾉ)(?/1.,1).292．
(１４）この点について，野卜|教授は，ＣＮＣがふｵ'て
いないこと，土たlli益計煎｣ﾆﾊﾉ'01継続してり|」1法
でi)|当金の計l:を予定しているのであって，その
かぎりではlU1llIlによって拠状なり|当の；;|化を行っ
ていないということをml1Lにしているのであり，
過去の引当金iil卵の誤りということにはならない
と指摘している。突際，このような誤りかあると
すれば，述結に先立って当該j)|当金を取附'し，他
方その分だけrIllUtに戻し入れなければならないは
ずであり，従って''１万述給溌航は生じて二ないと
される（野村他人'111線iiIllJIIl，９７頁)。
(15）野村教授もこの点を指摘している（野村健太
1111普，iiilL1i1}，９８頁)。
(16）野村他人Hll醤，iiillIlll１，１０２頁参１１<'。
(17）０１.(11℃(1〔DsIBxI)ert急CCI】】I〕tablesetComptables
Agr66s（ＯECCA），ノ`ＣｓパイＷ〕０J･ｌｓａ"ｌＷｌｓｄｅｓ
Ｓｏｃｉ６ｔ島/)wll(ｌａｉ獄Csのl978fl:版，Ｉ).91を参||(I。
(18）純溢ｉｌｉｉの変lIiljに|１０するliIi報については，1976
〈i皇にフランスiil[券ｌＭｌ菱L1会（COB）がモデルを
提示することになる。
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